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(57)【要約】
【課題】生食の際にソフトな食感と、歯切れ・口溶けが両立されており、かつ再加熱され
た場合にも、望ましい食感であるベーカリー製品を提供する。
【解決手段】ベーカリー油脂組成物１００ｇあたり１０００～４０００単位 の酸性プロ
テアーゼ、及びベーカリー油脂組成物１００ｇあたり５１０単位以上 のマルトオリゴ糖
生成アミラーゼを含有する、ベーカリー用油脂組成物を提供する。好ましくは、マルトオ
リゴ糖生成アミラーゼは、マルトース生成アミラーゼ及び４糖生成アミラーゼを含有する
。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記を含有する、ベーカリー用油脂組成物。
・ベーカリー用油脂組成物１００ｇあたり１０００～４０００単位の酸性プロテアーゼ
・ベーカリー用油脂組成物１００ｇあたり５１０単位以上のマルトオリゴ糖生成アミラー
ゼ
【請求項２】
　さらにヘミセルラーゼを含有する、請求項１に記載のベーカリー用油脂組成物。
【請求項３】
マルトオリゴ糖生成アミラーゼがマルトース生成アミラーゼを含有し、マルトース生成ア
ミラーゼの含有量が、ベーカリー用油脂組成物１００ｇあたり７００～２５００単位であ
る、請求項１又は２に記載のベーカリー用油脂組成物。
【請求項４】
　マルトオリゴ糖生成アミラーゼが、マルトース生成アミラーゼ及び４糖生成アミラーゼ
を含有する、請求項１又は２に記載のベーカリー用油脂組成物。
【請求項５】
　マルトース生成アミラーゼの含有量が、ベーカリー油脂組成物１００ｇあたり５０～７
００単位であり、４糖生成アミラーゼの含有量が、ベーカリー用油脂組成物１００ｇあた
り４００～１５００単位である、請求項４に記載のベーカリー用油脂組成物。
【請求項６】
　さらにプロピレングリコール脂肪酸エステルを含有する、請求項１～５のいずれか１項
に記載のベーカリー用油脂組成物。
【請求項７】
　ショートニングである、請求項１～６のいずれか１項に記載のベーカリー用油脂組成物
。
【請求項８】
　油中水型乳化油脂組成物である、請求項１～６のいずれか１項に記載のベーカリー用油
脂組成物。
【請求項９】
　油脂組成物に含有される油脂の１０℃におけるＳＦＣが２５～４５％であり、２０℃に
おけるＳＦＣが５～２５％である、請求項１～８のいずれか１項に記載のベーカリー用油
脂組成物。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか一項に記載のベーカリー用油脂組成物を含有する、ベーカリー
生地。
【請求項１１】
　請求項１０に記載のベーカリー生地の加熱処理品である、ベーカリー製品。
【請求項１２】
　酸性プロテアーゼとマルトオリゴ糖生成アミラーゼを含有する、ベーカリー製品の再加
熱時の食感改良剤。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、酵素を含有することを特徴とするベーカリー用油脂組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　澱粉類を主たる原料とするパン類等のベーカリー製品においては、澱粉類に含まれる澱
粉の経時的な老化に伴って、歯切れや口溶け等の食感が劣化していくことが知られている
。この老化の抑制や食感の改良のために、ベーカリー製品の製造工程における、ベーカリ
ー生地調製時において各種酵素を配合することが行われている。
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【０００３】
　酵素を配合する際、生地に直接酵素を配合すると、酵素の作用がすぐに生じたり、要求
以上に強く得られることがあるため、調製中のベーカリー生地にべとつきや緩みが生じ、
扱いづらくなることが知られていた。この為、ベーカリー生地中に酵素を配合する際に、
酵素を油脂組成物中に含有させ、この油脂組成物をベーカリー生地に含有させる手法がと
られてきた。
【０００４】
　例えば、特許文献１は、パン等の食品に、顕著な老化防止効果を付与することを目的に
、グリセリンモノ脂肪酸エステルと油脂を融解、混合し、該融解混合物にさらにアミラー
ゼもしくはプロテアーゼを混入せしめることを特徴とする食品の老化防止剤の製造法を提
案する。また特許文献２は、アミラーゼ等の酵素を生地に配合した場合に生地がべたつき
やすくなることに鑑み、生地の作業性を良好に保ったまま、乳化剤を併用しなくても腰持
ちや口溶けを低下させず、ソフトさやしっとりさを長期間維持することを目的に、食用油
脂、至適温度が４５℃以上６０℃以下であるヘミセルラーゼ（Ｈ）、及び至適温度が６５
℃以上８５℃以下であるマルトース生成α－アミラーゼ（ｍＡ）を含有し、１００ｇ中に
、ヘミセルラーゼ（Ｈ）を１～１００ｕ、かつマルトース生成α－アミラーゼ（ｍＡ）を
５０～５０００ｕ含有する製パン用油脂組成物を提案する。さらに特許文献３は、合成乳
化剤や最終商品に表示する必要のある食品添加物の添加量を低減しつつ、パンの食感を改
良し高いソフト化効果、歯切れ感向上効果を付与することを目的に、食用油脂、至適ｐＨ
が２～４である蛋白質分解酵素＜Ａ＞、及び糖質分解酵素＜Ｂ＞を含有し、食用油脂１０
０質量部に対して、蛋白質分解酵素＜Ａ＞が活性量５００００ｕ／ｇ基準で０．０５～０
．２質量部であり、糖質分解酵素＜Ｂ＞が活性量１００００ｕ／ｇ基準で０．０５～０．
３質量部である、製パン用油脂組成物を提案する。さらに特許文献４は、ソフトなパンが
、一般にソフトであればある程トースト時の焼き縮みが大きくなることにも着目し、トー
ストした場合における焼き縮みが少なく、また老化が抑制されたパンが得られ、かつ生地
のベタツキが少なく作業性に優れた製パン用生地を提供することを目的に、酵素Ａ（マル
トース生成α－アミラーゼ及びマルトテトラオース生成α－アミラーゼから選ばれる少な
くとも１）及び酵素Ｂ（へミセルラーゼ）を含む、製パン用生地改良剤を提案する。
【０００５】
　また本出願人は、ソフトで、しとりと口溶けが良好であるパンを、生地物性を悪化させ
ることなく安定して得るための、マルトース生成型アミラーゼ及びヘミセルラーゼを含有
する製パン練り込み用油脂組成物（特許文献５）、食物繊維を多く含有しながらも、ソフ
トでしとりと口溶けが良好なパンを得るための、食物繊維、及び酵素含有油脂組成物を含
有するパン生地（特許文献６）を提供している。さらに、経時的な老化現象が抑制され、
かつソフトな食感と、歯切れ・口溶けが両立されたベーカリー製品を得るための、４糖生
成アミラーゼを含有するベーカリー用油脂組成物を提供している（特許文献７）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開昭５２－２５０４６号公報
【特許文献２】特開２０１７－１７６１２２号公報
【特許文献３】特開２０１８－５０５９８号公報
【特許文献４】特開２０１８－１８６８１１号公報
【特許文献５】特開２０１７－１８９１３１号公報
【特許文献６】特開２０１８－６４５００号公報
【特許文献７】特開２０１９－７１８７２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　一方、ベーカリー製品は、そのまま喫食される（生食）ほか、トースター等で再加熱さ
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れたのち、喫食される場合も多い。またベーカリー製品は、含まれる澱粉が経時的に老化
し、硬くなって食味の劣ったものとなるが、再加熱により、澱粉が再度α化することで、
食味の改善を図ることができる。再加熱した場合においても、くちゃ付きがなく（口溶け
がよく）、歯切れのよい食感が要求される。しかし、特許文献１～７に代表されるように
、酵素の添加により、生食の場合にソフトさや口溶けを兼ね備えたパンについては検討が
重ねられてきたが、再加熱により、くちゃ付きがなく（口溶けがよく）、歯切れのよい食
感が得られず、むしろ低下する傾向がみられていた。
【０００８】
　このため、いずれの従来技術においても再加熱時の食感の検討は十分ではなく、生食の
場合に加えて、再加熱して喫食する場合においても、良好な食感を有しているベーカリー
製品が求められていた。
【０００９】
　本発明の目的・課題は、生食の際にソフトな食感と、歯切れ・口溶けが両立されており
、かつ再加熱された場合にも、望ましい食感であるベーカリー製品を提供することである
。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記の課題を解決するために鋭意検討した結果、酸性プロテアーゼと特
定のアミラーゼを組み合わせて油脂組成物として生地に添加することにより、生食の際に
ソフトな食感と、歯切れ・口溶けが両立されており、かつ再加熱された場合にも、口溶け
と歯切れが良好なベーカリー製品が得られることを見出し、本発明を完成した。
【００１１】
　本発明は、以下を提供する。
［１］　下記を含有する、ベーカリー用油脂組成物。
・ベーカリー用油脂組成物１００ｇあたり１０００～４０００単位 の酸性プロテアーゼ
・ベーカリー用油脂組成物１００ｇあたり５１０単位以上 のマルトオリゴ糖生成アミラ
ーゼ
［２］　さらにヘミセルラーゼを含有する、１に記載のベーカリー用油脂組成物。
［３］マルトオリゴ糖生成アミラーゼがマルトース生成アミラーゼを含有し、マルトース
生成アミラーゼの含有量が、ベーカリー用油脂組成物１００ｇあたり７００～２５００単
位である、１又は２に記載のベーカリー用油脂組成物。
［４］　マルトオリゴ糖生成アミラーゼが、マルトース生成アミラーゼ及び４糖生成アミ
ラーゼを含有する、１又は２に記載のベーカリー用油脂組成物。
［５］　マルトース生成アミラーゼの含有量が、ベーカリー用油脂組成物１００ｇあたり
５０～７００単位であり、４糖生成アミラーゼの含有量が、ベーカリー油脂組成物１００
ｇあたり４００～１５００単位である、４に記載のベーカリー用油脂組成物。
［６］　さらにプロピレングリコール脂肪酸エステルを含有する、１～５のいずれか１項
に記載のベーカリー用油脂組成物。
［７］　ショートニングである、１～６のいずれか１項に記載のベーカリー用油脂組成物
。
［８］　油中水型乳化油脂組成物である、１～６のいずれか１項に記載のベーカリー用油
脂組成物。
［９］　油脂組成物に含有される油脂の１０℃におけるＳＦＣ が２５～４５％であり、
２０℃におけるＳＦＣが５～２５％である、１～８のいずれか１項に記載のベーカリー用
油脂組成物。
［１０］　１～９のいずれか一項に記載のベーカリー用油脂組成物を含有する、ベーカリ
ー生地。
［１１］　１０に記載のベーカリー生地の加熱処理品である、ベーカリー製品。
［１２］　酸性プロテアーゼとマルトオリゴ糖生成アミラーゼを含有する、ベーカリー製
品の再加熱時の食感改良剤。
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【発明の効果】
【００１２】
　本発明のベーカリー用油脂組成物を用いることにより、再加熱された場合にも、くちゃ
付きがなく（口溶けがよく）、歯切れのよいベーカリー製品が得られる。
　本発明のベーカリー用油脂組成物を用いることにより、生食の際にソフトな食感と、歯
切れ・口溶けが両立されたベーカリー製品が得られる。
　また、本発明のベーカリー用油脂組成物を用いることにより、ベーカリー製品用の生地
の作業性を良好にすることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
＜ベーカリー用油脂組成物＞
　本発明のベーカリー用油脂組成物は、酸性プロテアーゼ及びマルトオリゴ糖生成アミラ
ーゼを含有する。
【００１４】
（酸性プロテアーゼ）
　酸性プロテアーゼは、至適ｐＨが２～４にある蛋白質分解酵素をいう。酸性プロテアー
ゼには、エンド型、エキソ型、エンド・エキソ混合型があり、本発明のベーカリー用油脂
組成物においてはいずれを用いてもよいが、好ましくはエンド型を用いる。エンド型であ
れば、再加熱しても尚、くちゃ付きが無く、歯切れのよいベーカリー製品が得られるから
である。
【００１５】
　本発明のベーカリー用油脂組成物に用いることができる酸性プロテアーゼを含む酵素剤
が各種市販されており、例として、デナプシン　２Ｐ（ナガセケムテックス株式会社）、
オリエンターゼＡＹ及びオリエンターゼ２０Ａ（エイチビィアイ株式会社）、プロテアー
ゼＹＰＳＳ（ヤクルト薬品工業株式会社）、Ａｌｃａｌａｓｅ　２．４Ｌ　ＦＧ（ノボザ
イムズ社）、スミチームＬＰＬ－Ｇ及びスミチームＡＰ（新日本化学工業株式会社）等が
挙げられる。
【００１６】
　酸性プロテアーゼの酵素活性は、対象となる酵素を、至適条件（至適温度、至適ｐＨ）
下で基質に作用させ、単位時間あたりに所定のモル数の分解物を生成する酵素量として定
義することができる。具体的には、０．６％ミルクカゼイン（ｐＨ３．０，Ｍ／１０リン
酸緩衝液）５ｍｌに１ｍｌの酵素液を加え、３０℃、１０分間反応させた時、１分間に１
μｇのチロジンに相当するフォリン発色をＴＣＡ可溶性成分として遊離する酵素量を、１
単位と定義することができる。本発明において酸性プロテアーゼの酵素活性をいうときは
、特に記載した場合を除き、上述の定義による。この定義によると、市販の酵素剤デナプ
シン　２Ｐ（ナガセケムテックス株式会社）１ｇは２００００単位である。なお、酵素単
位を、ｕｎｉｔ又はｕで表すことがある。
【００１７】
　本発明のベーカリー用油脂組成物においては、ベーカリー油脂組成物１００ｇあたり１
０００～４０００単位の酸性プロテアーゼを含むことができる。ベーカリー油脂組成物１
００ｇあたりの酸性プロテアーゼの含有量は、好ましくは１０００～３０００単位であり
、より好ましくは１２００～２３００単位であり、さらに好ましくは１５００～２３００
単位である。この範囲であれば、ベーカリー生地に用いた場合に作業性が良好であり、ま
た生食の際にソフトな食感と、歯切れ・口溶けが両立され、さらに再加熱された場合にも
、くちゃ付きがなく（口溶けがよく）、歯切れのよいベーカリー製品が得られる。なお酸
性プロテアーゼの使用量は、ベーカリー生地に使用する澱粉類１００質量部あたり（以下
「対粉」と記載することがある）では３０～１５０ｐｐｍ程度である。なお、本発明に関
し、ベーカリー生地について作業性というときは、特に記載した場合を除き、ベーカリー
生地の、分割、丸目、モルダー成形時のいずれかの段階での作業性をいう。このような段
階での作業性は、具体的には、ベーカリー生地のべとつき、又はべとつきに伴う伸展性の
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悪さ等の観点から判断することができる。
【００１８】
（マルトオリゴ糖生成アミラーゼ）
　マルトオリゴ糖生成アミラーゼは、デンプン等のα－グルカンを基質として、ある特定
の重合度でグルコースがα－１，４結合したマルトオリゴ糖を生成するエキソ型のアミラ
ーゼをいう。マルトオリゴ糖とは、マルトース、マルトトリオース、マルトテトラオース
、マルトペンタオース、マルトヘキサオース、マルトヘプタオース等をいう。
【００１９】
　マルトオリゴ糖生成アミラーゼの例は、マルトースを生成するマルトース生成アミラー
ゼ、マルトテトラオースを生成する、４糖生成アミラーゼが含まれる。
【００２０】
　本発明のベーカリー用油脂組成物においては、ベーカリー油脂組成物１００ｇあたり５
１０単位以上のマルトオリゴ糖生成アミラーゼを含む。これにより、ベーカリー用油脂組
成物を用いて製造されたベーカリー製品において、再加熱された場合に口溶けと歯切れを
よくすることができる。
【００２１】
〔マルトース生成アミラーゼ〕
　本発明のベーカリー用油脂組成物に用いられるマルトオリゴ糖生成アミラーゼの好まし
い例の一つは、マルトース生成アミラーゼである。
【００２２】
　本発明のベーカリー用油脂組成物に用いることができるマルトース生成アミラーゼを含
む酵素剤が各種市販されており、例として、ノバミル１００００ＢＧ、ノバミル３Ｄ　Ｂ
Ｇ、オプティケーキフレッシュ５０　ＢＧ（Ｎｏｖｏｚｙｍｅｓ　Ａ／Ｓ、デンマーク）
、コクラーゼ（登録商標）（三菱化学フーズ社製）、グリンドアミル（登録商標）ＭＡＸ
－ＬＩＦＥ１００（ダニスコジャパン社製）等が挙げられる。
【００２３】
　本発明においては、マルトース生成アミラーゼの中でも、酵素の至適温度が６０℃以上
である高温耐熱性マルトース生成アミラーゼが、ベーカリー生地を調製する際の作業性を
良好なものとすることができる上、再加熱しても尚、くちゃ付きが無く、歯切れのよいベ
ーカリー製品が得られる観点から好ましい。高温耐熱性マルトース生成アミラーゼの至適
温度は、好ましくは４０～９５℃、より好ましくは５０～９５℃、さらに好ましくは６０
～９０℃である。
【００２４】
　マルトース生成アミラーゼの酵素活性は、対象となる酵素を、至適条件（至適温度、至
適ｐＨ）下でマルトトリオース等の基質に作用させ、単位時間あたりに所定のモル数のマ
ルトースを生成する酵素量として定義することができる。具体的には、例えば、マルトー
ス生成アミラーゼ活性の１単位は、３７℃でｐＨ５．０の０．１Ｍシトラートバッファー
１ｍｌあたりマルトトリオース基質１０ｍｇの濃度で１秒あたりに１ナノモルのマルトー
スを放出させるのに必要な酵素の量と定義することができる。又は、１．２％澱粉基質液
５ｍＬに１ｍＬの酵素液を加えて、４０℃、１０分間反応させ、１分間に１ｍｇのグルコ
ースに相当するマルトースを生成する酵素活性を１ｕ／ｇと定義することができる。マル
トースの測定は、「還元糖の定量法第２版」（福井作蔵著、学会出版センター）を参照し
て行うことができる。
【００２５】
　本発明においてマルトース生成アミラーゼの酵素活性をいうときは、特に記載した場合
を除き、市販の酵素剤ノバミル１００００ＢＧ（Ｎｏｖｏｚｙｍｅｓ　Ａ／Ｓ、デンマー
ク）１ｇ、若しくは市販の酵素剤ノバミル３Ｄ　ＢＧ（Ｎｏｖｏｚｙｍｅｓ　Ａ／Ｓ、デ
ンマーク）１ｇを１００００単位と定義する。
【００２６】
　マルトース生成アミラーゼを用いる場合、ベーカリー油脂組成物１００ｇあたりのその
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含有量は、好ましくは７００～２５００単位であり、より好ましくは１０００～２０００
単位であり、さらに好ましくは１３００～２０００単位である。この範囲であれば、ベー
カリー生地に用いた場合に作業性が良好であり、また生食の際にソフトな食感と、歯切れ
・口溶けが両立され、さらに再加熱された場合にも、口溶けがよく、歯切れのよいベーカ
リー製品が得られるからである。なおマルトース生成アミラーゼの使用量は、対粉では３
０～１５０ｐｐｍ程度である。
【００２７】
〔４糖生成アミラーゼ〕
　本発明のベーカリー用油脂組成物には、マルトオリゴ糖生成アミラーゼとして、マルト
ース生成アミラーゼとともに、４糖生成アミラーゼを用いてもよい。４糖生成アミラーゼ
により、ベーカリー生地中で生成されたマルトテトラオースは、ベーカリー生地及びベー
カリー製品の水分の経時的な逸失を減少させ、経時的な老化を抑制しうる。また４糖生成
アミラーゼを、マルトース生成アミラーゼとともに用いることにより、マルトオリゴ糖生
成アミラーゼとしての総量を減じることができる。
【００２８】
　本発明で用いられる４糖生成アミラーゼは、特に限定されない。本発明のベーカリー用
油脂組成物に用いることができる４糖生成アミラーゼを含む酵素剤が各種市販されており
、例として、ＰＯＷＥＲＦｒｅｓｈ　３０５０、ＰＯＷＥＲＦｒｅｓｈ　３１５０、ＰＯ
ＷＥＲＦｒｅｓｈ　４１５０　（Ｄａｎｉｓｃｏ社）、デナベイクＥｘｔｒａ（ナガセケ
ムテックス社）などが挙げられる。なお、用いられる４糖生成アミラーゼの由来は特に限
定されず、動植物、カビ、細菌等から得られたものであってよい。
【００２９】
　また、本発明で用いられる４糖生成アミラーゼの至適温度は、加熱処理に伴って生地中
の澱粉がα化していく過程で作用することが好ましいため、３０～９０℃であることが好
ましく、４０～８０℃であることがより好ましく、さらに好ましくは４５～７５℃である
。
【００３０】
　４糖生成アミラーゼの酵素活性は、対象となる酵素を、至適条件（至適温度、至適ｐＨ
）下で基質に作用させ、単位時間あたりに所定のモル数の分解物を生成する酵素量、ある
いは１分間に１μmolのブドウ糖に相当する還元力を生成する酵素量を、１単位と定義す
ることができる。
【００３１】
　具体的には、次のように定義してもよい。
　４０±０．５℃に加温した基質溶液（＊１）５ｍＬに試料溶液０．２ｍＬを正確に加え
て混和し、４０±０．５℃で正確に２０分間作用させる。
　次に反応液１ｍＬを量り、あらかじめ用意したソモギー銅試液２ｍＬに直ちに加えて反
応を停止させた後、試験管にガラス玉をのせ、沸騰水浴中で１０分間加熱する。
　この液を冷却した後、ネルソン試液２ｍＬを加えて、よく混和し、３０分間放置した後
、水５ｍＬを正確に加え、波長５２０ｎｍにおける吸光度ＡＴを測定する。
　別途、４０±０．５℃に加温した基質溶液５ｍＬに試料溶液０．２ｍＬを正確に加えて
混和し、直ちに１ｍＬを量り、あらかじめ用意したソモギー銅試液２ｍＬに加えて反応を
停止して、吸光度ＡＴ測定時と同様に操作し、吸光度Ａ０を測定する。
　また、ブドウ糖標準溶液及び水それぞれについて、１ｍＬを正確に量り、あらかじめ用
意したソモギー銅試液２ｍＬに加え、以下同様に操作し吸光度ＡＳ及びＡＢを測定し、次
式により酵素活性を求める。
（酵素活性）＝｛（ＡＴ－Ａ０）×３００×５．２×ｎ｝／｛（ＡＳ－ＡＢ）×１８０．
１６　×０．２×２０｝
　ただし、各代数及び数値は、以下を意味する。
ＡＴ：反応液の吸光度
Ａ０：反応停止液の吸光度
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ＡＳ：ブドウ糖標準溶液の吸光度
ＡＢ：水の吸光度
３００：ブドウ糖標準溶液の濃度（μｇ／ｍＬ）
１８０．１６：ブドウ糖の分子量
５．２：反応液の総液量（ｍＬ）
０．２：試料溶液の量（ｍＬ）
２０：反応時間（分）
ｎ：試料溶液の希釈倍数
　＊１：あらかじめ乾燥させた可溶性デンプン（酵素試験用）を５．０００ｇ正確に量り
、３００ｍＬの水に懸濁し、デンプンが沈殿しないように時々振り混ぜながら加熱する。
５分間沸騰させた後十分冷却する。これにｐＨ７．０の２００　ｍｍｏｌ／Ｌリン酸緩衝
液５０　ｍＬ及び水を加えて正確に５００ｍＬとしたものを、４糖生成アミラーゼの酵素
活性を測定する際の基質溶液とする。
【００３２】
　本発明で４糖生成アミラーゼに関し、酵素活性をいうときは、特に記載した場合を除き
、上述の定義による。この定義によると、市販の酵素剤デナベイク（登録商標）Ｅｘｔｒ
ａ１ｇは、６５００単位である。
【００３３】
　本発明のベーカリー用油脂組成物においてマルトース生成アミラーゼとともに４糖生成
アミラーゼを用いる場合、ベーカリー用油脂組成物１００ｇ中、マルトース生成アミラー
ゼを５０～７００単位、４糖生成アミラーゼを４００～１５００単位とすることが好まし
く、マルトース生成アミラーゼを８０～６００単位、４糖生成アミラーゼを５００～１２
００単位とすることがより好ましく、マルトース生成アミラーゼを１００～４００単位、
４糖生成アミラーゼを６００～９００単位とすることがさらに好ましい。４糖生成アミラ
ーゼの含量を４００単位以上とすることで、老化現象の抑制効果を十分に得ることが容易
となり、また１５００単位以下とすることで、最終的に得られるベーカリー製品、とりわ
けパン類において、過度にもっちりとし、べとついた食感となることを防止できる。
【００３４】
　マルトース生成アミラーゼと４糖生成アミラーゼを併用する場合は、ベーカリー用油脂
組成物中、マルトース生成アミラーゼ１単位に対して、４糖生成アミラーゼが１．５～１
０単位の割合で含有されることが好ましく、３～８単位の割合で含有されることがより好
ましく、４～７単位の割合で含有されることがさらに好ましい。このような割合で含有さ
せることにより、マルトオリゴ糖生成アミラーゼとしての総量を減じつつ、ベーカリー生
地に用いた場合に作業性が良好であり、また生食の際にソフトな食感と、歯切れ・口溶け
が両立され、さらに再加熱された場合にも、口溶けがよく、歯切れのよいベーカリー製品
が得られるからである。
【００３５】
（その他の酵素）
　本発明のベーカリー用油脂組成物は、上述の酸性プロテアーゼ、マルトオリゴ糖生成ア
ミラーゼの他、製菓・製パン改良効果を有する他の酵素を含有させることができる。この
ような酵素の例は、酸性プロテアーゼ以外のプロテアーゼ、マルトオリゴ糖生成アミラー
ゼ以外のアミラーゼ、ヘミセルラーゼ、セルラーゼ、グルコアミラーゼ、グルコースオキ
シダーゼ、リパーゼである。
【００３６】
（ヘミセルラーゼ）
　本発明のベーカリー用油脂組成物には、ヘミセルラーゼを用いることが好ましい。ベー
カリー生地の作業性の良さを損なわずに、目的とする、生食の際のソフトな食感と、歯切
れ・口溶けとの両立、及び再加熱された場合の口溶け、歯切れの良さを、さらに向上でき
るからである。
【００３７】
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　ヘミセルラーゼとはヘミセルロースを基質として加水分解する酵素の総称である。へミ
セルロースとは、陸上植物細胞の細胞壁を構成する多糖類のうち、セルロースとペクチン
以外のものであり、水溶性のものと不溶性のものがあり、具体的な例は、キシラン、アラ
ビノキシラン、アラビナン、マンナン、ガラクタン、キシログルカン、グルコマンナン等
である。そのため、ヘミセルラーゼは具体的には、キシランを分解するキシラナーゼ、ア
ラビノキシランを分解するアラビノキシラナーゼ等に分類することができるが、実態とし
てはこれらの活性を混合して有するものであることが多く、実際に市販されている酵素製
品もこれらの活性を混合して有するものである場合が多い。
【００３８】
　本発明のベーカリー用油脂組成物に用いることができるヘミセルラーゼを含む酵素剤が
各種市販されており、例として、ヘミセルラーゼ「アマノ」（天野製薬株式会社）、ベイ
クザイムＢＸＰ５００１ＢＧ、ベイクザイムＨＳ２０００、ベイクザイムＩＣｏｎｃ（Ｄ
ＭＳ株式会社）、エンチロンＬＱ（洛東化成工業社製）、ヘミセルラーゼＭ（以上、エイ
チビィアイ社製）、スミチーム（登録商標）Ｘ（新日本化学工業社製）等が挙げられる。
【００３９】
　本発明では、ヘミセルラーゼの中でも、べたつきがより少なく作業性が維持されたベー
カリー生地が得られる点で、アラビノキシランを主基質とし、かつ不溶性アラビノキシラ
ンへの基質親和性と水溶性アラビノキシランへの基質親和性との比（分解活性比：不溶性
アラビノキシラン／水溶性アラビノキシラン）が１０以上であるヘミセルラーゼを使用す
ることが好ましい。このようなヘミセルラーゼを含む酵素剤の例は、ベイクザイムＢＸＰ
５００１ＢＧ（ＤＳＭ株式会社）である。
【００４０】
　アラビノキシランを主基質とするとは、アラビノキシランを分解する活性が、好ましく
は１０００単位／ｇ以上、より好ましくは２０００単位／ｇ以上、さらに好ましくは３０
００単位／ｇ以上であることを指す。なおここでいうアラビノキシランは不溶性又は水溶
性に限定されず、いずれのアラビノキシランを基質としたときの下限以上の活性に該当し
た場合も、アラビノキシランを主基質とすることに該当する。
【００４１】
　ヘミセルラーゼの酵素活性は、対象となる酵素を、至適条件（至適温度、至適ｐＨ）下
で基質に作用させ、単位時間あたりに所定のモル数の分解物を生成する酵素量として定義
することができる。本発明においてヘミセルラーゼの酵素活性をいうときは、特に記載し
た場合を除き、市販の酵素剤ベイクザイムＢＸＰ５００１ＢＧ（ＤＳＭ株式会社）を５０
００単位／ｇと定義する。
【００４２】
　不溶性アラビノキシランへの基質親和性と水溶性アラビノキシランへの基質親和性との
比（分解活性比：不溶性アラビノキシラン／水溶性アラビノキシラン）は１０以上である
ことが好ましいが、より好ましくは１５以上であり、さらに好ましくは２０以上である。
いずれの場合も、上限値は、好ましくは４０以下であり、より好ましくは３５以下であり
、さらに好ましくは３０以下である。分解活性比が１０以上であることで、例えば、食パ
ン生地や菓子パン生地等の水分含量の多いベーカリー生地の場合に、生地のべたつきが強
くなって作業性が劣ってしまうことを防止できる。
【００４３】
　不溶性アラビノキシランへの基質親和性と水溶性アラビノキシランへの基質親和性との
比を算出する方法は、例えば下記（１）～（３）による方法が挙げられる。
（１）不溶性アラビノキシランに対する酵素活性の測定
　不溶性アラビノキシラン製剤（ＸｙｌａｚｙｍｅＡＸ：メガザイム社製）の懸濁液（４
０ｍｇの試料を８ｍｌの脱イオン水に懸濁）３００μｌをマイクロプレートに分注し凍結
乾燥したものを測定に用いる。このマイクロプレートの各ウェルに酵素液（ウシ血清アル
ブミン（０．５ｍｇ／ｍｌ）を含むｐＨ４．６、０．１Ｍの酢酸ナトリウム緩衝液に、酵
素を０～４０単位懸濁したもの）２５μｌと該緩衝液２５μｌを分注して酵素反応を開始
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し、３７℃で１時間酵素反応させた後、１％（ｗ／ｖ）トリス緩衝液２００μｌを添加し
て酵素反応を停止する。１０分間室温でおいた後、遠心分離（３０００ｇ、１５分）して
得た上清について、分光光度計を用いて吸光度を６００ｎｍで読み取る。なお、酵素液の
代わりに緩衝液を添加したものをブランクとして使用する。
【００４４】
（２）水溶性アラビノキシランに対する酵素活性の測定
　水溶性アラビノキシラン溶液（ＡＺＯＷＡＸ：メガザイム社製）３３μｌと酵素液（ウ
シ血清アルブミン（０．５ｍｇ／ｍｌ）を含むｐＨ４．６、０．１Ｍの酢酸ナトリウム緩
衝液に、酵素を０～４０単位懸濁したもの）３３μｌをマイクロプレートの各ウェルに分
注して酵素反応を開始する。３７℃で１時間酵素反応させた後、エタノール１４０μｌを
添加して酵素反応を停止する。１０分間室温でおいた後、遠心分離（３０００ｇ、１５分
）して得た上清について、分光光度計を用いて吸光度を６００ｎｍで読み取る。なお、酵
素液の代わりに緩衝液を添加したものをブランクとして使用する。
【００４５】
（３）不溶性アラビノキシランへの基質親和性と水溶性アラビノキシランへの基質親和性
の比の算出
　１つの酵素につき（１）と（２）の両方の酵素活性の測定を行い、それらの結果から以
下のようにして、不溶性アラビノキシランへの基質親和性と水溶性アラビノキシランへの
基質親和性の比を算出する。
　それぞれの吸光度と酵素含量について非線形回帰曲線Ｙ＝Ｙｍａｘ×（１－ｅ－Ｋ＊Ｘ
）（Ｙは吸光度、Ｘは酵素量）をプロットし、その直線性のある部分、好ましくはＹの最
大値の１／１０以下の範囲で、その傾き（Ｓ）を下記の式により算出する。
　傾き（Ｓ）＝（Ｙｍａｘ×Ｋ）／１．０５３６
　ここで、この傾きの比、すなわちＳ（不溶性アラビノキシラン）／Ｓ（水溶性アラビノ
キシラン）の値を不溶性アラビノキシランへの基質親和性と水溶性アラビノキシランへの
基質親和性の比とする。
【００４６】
　なお、本発明で用いられるヘミセルラーゼの由来は特に限定されず、動植物、カビ、細
菌等から得られたものを用いることができる。また、本発明で用いられるヘミセルラーゼ
の至適温度は、ミキシング中に、主として不溶性アラビノキシランに作用させ、好ましい
グルテン形成を図る目的から、２０～９０℃であることが好ましく、２５～５０℃である
ことがより好ましく、さらに好ましくは２５～４０℃である。
【００４７】
　本発明のベーカリー用油脂組成物中のヘミセルラーゼの含有量は、アラビノキシランを
基質とした場合の活性が、好ましくは油脂組成物１００ｇ中、７５～７００単位、より好
ましくは１００～６５０単位、さらに好ましくは１２５～６２５単位となる量である。ヘ
ミセルラーゼの含有量が油脂組成物１００ｇあたり７５単位以上であると、ヘミセルラー
ゼの添加効果が得やすい。一方、７００単位以下であると、使用されるベーカリー生地が
パン生地である場合に、パン生地がべたつきにくく、さらにはくちゃついた食感のパンと
なってしまうことを防止しやすい。
【００４８】
（リパーゼ）
　本発明のベーカリー用油脂組成物には、リパーゼを用いてもよい。リパーゼは、油脂中
のトリグリセリドに作用して、トリグリセリドを、モノグリセリドやジグリセリド、グリ
セリンや脂肪酸に加水分解する酵素であり、反応途中においてはモノ・ジグリセライドが
生成される。そのため、ソフト性やしっとりとした食感をベーカリー製品に付与するのみ
ならず、ボリュームの向上、老化耐性の向上のほか、ベーカリー生地の機械耐性の向上が
期待できるからである。
【００４９】
　本発明のベーカリー用油脂組成物に用いることのできるリパーゼは特に限定されない。
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本発明のベーカリー用油脂組成物に用いることができるリパーゼを含む酵素剤が各種市販
されており、例として、リパーゼＡ「アマノ」６、リパーゼＡＨ「アマノ」ＳＤ、リパー
ゼＡＹ「アマノ」３０、リパーゼＰＳ「アマノ」ＳＤ、リパーゼＤＦ「アマノ」１５、リ
パーゼＭ「アマノ」、リパーゼＧ「アマノ」５０、リパーゼＲ「アマノ」（以上、天野エ
ンザイム社製）、リリパーゼＡ－１０Ｄ（以上、ナガセケムテックス社製）、グリンドア
ミルＥＸＥＬ６３９（ダニスコ（Ｄａｎｉｓｃｏ）・ジャパン社製）、ダイエットレンツ
リパーゼＣＲ、バリダーゼリパーゼＭＪ、ベイクザイムＬ８０．０００Ｂ、ピカンターゼ
Ａ、ピカンターゼＡＮ、ピカンターゼＲ８００、ピカンターゼＣ３Ｘ、ピカンターゼＫ、
ピカンターゼＫＬ、パナモアゴールデン、パナモアスプリング（以上、ディー・エス・エ
ム（ＤＳＭ）ジャパン社製）、リポパン５０ＢＧ、リポパンＦＢＧ（以上、ノボザイムズ
（Ｎｏｖｏｚｙｍｅｓ）ジャパン社製）エンチロンＡＫＧ（洛東化成工業社製）等が挙げ
られる。
【００５０】
　なお、本発明で用いられるリパーゼの由来は特に限定されず、動植物、カビ、細菌等か
ら得られたものを用いることができる。また、本発明で用いられるリパーゼの至適温度は
ミキシング中に作用させることにより好ましい作業性のベーカリー生地と、好ましい食感
のベーカリー製品が得られる点から、２０～９０℃であることが好ましく、２５～５０℃
であることがより好ましく、さらに好ましくは２５～４０℃である。
【００５１】
　本発明品中のリパーゼの含有量は、油脂組成物中、質量基準で０．０３～５０ｐｐｍで
あることが好ましく、より好ましくは０．０９～４０ｐｐｍ、さらに好ましくは０．１５
～３０ｐｐｍである。０．０３ｐｐｍ以上であれば、リパーゼの効果によるベーカリー生
地の物性変化を確認できるようになり、リパーゼの含有量が５０ｐｐｍ以下の添加により
、プロテアーゼ活性等の各種副活性の影響を防止しやすく、また得られるベーカリー生地
が過度に軟らかくなり、浮きが悪化することを防止できる。
【００５２】
（油脂）
　本発明のベーカリー用油脂組成物には、食用に適する油脂であれば特に限定されず、種
々のものを用いることができる。例えば、パーム油、パーム核油、ヤシ油、コーン油、綿
実油、大豆油、菜種油、米油、ヒマワリ油、サフラワー油、シア脂、サル脂及びカカオ脂
等の植物油脂、牛脂、乳脂、豚脂、魚油及び鯨油等の動物油脂、並びにこれらの油脂に、
水素添加、分別及びエステル交換から選択される一又は二以上の処理を施した加工油脂が
挙げられる。加工油脂の例としては、パーム油を例に挙げると、パームオレイン（パーム
油を分別することにより得られる低融点画分）、パームスーパーオレイン（パーム油の低
融点画分をさらに分別することにより得られる低融点画分）、及びこれらのエステル交換
油が挙げられる。本発明においては、これらの油脂を単独で用いることもでき、又は２種
以上を組合せて油脂配合物として用いることもできる。
【００５３】
　ベーカリー用油脂組成物中の油脂の含有量（油脂配合物である場合は、油脂配合物とし
ての含有量）は、好ましくは１０～９９質量％であり、より好ましくは５０～９５質量％
であり、さらに好ましくは６０～９０質量％である。
【００５４】
　なお油脂組成物とは、油脂を含有する組成物の意である。本発明においては、酸性プロ
テアーゼやマルトオリゴ糖生成アミラーゼ等の酵素類は、油脂組成物中に含有された状態
でベーカリー生地に使用される。酵素類が油脂組成物として使用されることで、酵素類が
生地に作用するタイミングを遅らせることができる。そのため、特に使用されるベーカリ
ー生地の種類がパン生地である場合においては生地がべとついて作業性が低下することを
抑制できる。また、酵素類が油脂組成物として使用されることで、ベーカリー生地に対す
る、酵素類の働きや作用するタイミングを遅らせると共に、ベーカリー生地中に均一に分
散させることができるため、得られるベーカリー製品の食感が向上しうる。
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【００５５】
（ＳＦＣ）
　本発明のベーカリー用油脂組成物に用いられる油脂（２種以上を組み合わせて油脂配合
物 として用いる場合は、油脂配合物として）は、１０℃におけるＳＦＣ（Solid Fat Con
tent、固形脂肪含量）が２０～５０％であることが好ましく、３０～４５％であることが
より好ましい。また、２０℃におけるＳＦＣが５～３０％であることが好ましく、１０～
２５％であることがより好ましい。ＳＦＣが上記範囲の油脂を用いることで、所定の温度
における油脂組成物の硬さが調整され、それにより酵素の生地への作用が調整されると共
に、生地調製時の練り込まれやすさが向上するため、生地の作業性が良く、かつ食感の向
上が期待できるからである。
【００５６】
　ＳＦＣの値は、所定温度における油脂中の固体脂の含有量を示すもので、常法により測
定することが可能であるが、本発明においては、AOCS official methodのcd16b-93に記載
のパルスＮＭＲ（ダイレクト法）にて、測定対象となる試料のＳＦＣを測定した後、測定
値を油相量に換算した値を使用する。すなわち、水相を含まない試料を測定した場合は、
測定値がそのままＳＦＣとなり、水相を含む試料を測定した場合は、測定値を油相量に換
算した値がＳＦＣとなる。（以下、ＳＦＣの測定について同様である。）
【００５７】
（プロピレングリコール脂肪酸エステル）
　本発明のベーカリー用油脂組成物には、プロピレングリコール脂肪酸エステルを用いて
もよい。プロピレングリコール脂肪酸エステルの脂肪酸は、飽和脂肪酸である場合と、不
飽和脂肪酸である場合とがある。また、プロピレングリコール脂肪酸エステルの脂肪酸炭
素数は、１２～２２であることが好ましい。脂肪酸は、具体的には、ラウリン酸、ミリス
チン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、ベヘン酸などの飽和脂肪酸、ミリストレイン酸、
パルミトレイン酸、ヒラゴン酸、オレイン酸、リノール酸、リノレン酸などの不飽和脂肪
酸が挙げられる。プロピレングリコール脂肪酸エステルの脂肪酸は、これらの脂肪酸の１
種単独である場合があり、２種以上の組み合わせである場合がある。プロピレングリコー
ル脂肪酸エステルの具体例としては、例えば、プロピレングリコールパルミチン酸エステ
ル、プロピレングリコールステアリン酸エステル、及びプロピレングリコールベヘン酸エ
ステル等が挙げられる。好ましい例の一つは、プロピレングリコールベヘン酸エステルで
ある。
【００５８】
　本発明のベーカリー用油脂組成物において、プロピレングリコール脂肪酸エステルを用
いる場合、ベーカリー油脂組成物１００ｇあたりのその含有量は、好ましくは０．３～１
．５ｇであり、より好ましくは０．５～１．２ｇであり、さらに好ましくは０．８～１．
２ｇである。この範囲であれば、ベーカリー生地に用いた場合に作業性が良好であり、ま
た生食の際にソフトな食感と、歯切れ・口溶けが両立され、さらに再加熱された場合にも
、口溶けがよく、歯切れのよいベーカリー製品が得られるからである。なおプロピレング
リコール脂肪酸エステルの使用量は、対粉では０．１質量％以下である。
【００５９】
（その他の原料）
　本発明のベーカリー用油脂組成物には、本発明の目的を損なわない限り、上述以外の原
材料を含有させることができる。その他の原材料の例としては、水、糖類、乳化剤、澱粉
類、デキストリン、食物繊維、食塩や塩化カリウム等の塩味剤、酢酸、乳酸、グルコン酸
等の酸味料、脱脂粉乳・カゼイン・ホエーパウダー・脱脂濃縮乳、蛋白質濃縮ホエイ等の
乳や乳製品、ステビア、アスパルテーム等の甘味料、β－カロチン、カラメル、紅麹色素
等の着色料、トコフェロール、茶抽出物等の酸化防止剤、小麦蛋白や大豆蛋白等の植物蛋
白、全卵・卵黄・酵素処理卵黄・卵白・卵蛋白質等の卵及び各種卵加工品、着香料、調味
料、ｐＨ調整剤、食品保存料、日持ち向上剤、果実、果汁、コーヒー、ナッツペースト、
香辛料、カカオマス、ココアパウダー、穀類、豆類、野菜類、肉類、魚介類等の食品素材
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や食品添加物が挙げられる。
【００６０】
　その他原料は、本発明の目的を損なわない限り、本発明のベーカリー用油脂組成物に任
意の量で含有させることができる。その他の原材料の含有量は、例えば、５０質量％以下
とすることができ、好ましくは３０質量％以下である。
【００６１】
（形態）
　ベーカリー用油脂組成物の形態としては、油脂を含有する食品、例えばマーガリン・フ
ァットスプレッド・ショートニング・バター等の可塑性油脂組成物や、流動ショートニン
グ、流動状マーガリン、液状油組成物、粉末油脂、純生クリーム、ホイップ用クリーム（
コンパウンドクリーム）、植物性ホイップ用クリーム、クリームチーズ、チョコペースト
等を挙げることができる。本発明では本発明品の効果が得られ易いことから、可塑性油脂
組成物であることが好ましい。
【００６２】
　ベーカリー用油脂組成物が可塑性油脂組成物である場合、ベーカリー製品製造時の使用
形態として、好ましくは練り込み油脂や折り込み油脂の形態が挙げられるが、練り込み油
脂として、ベーカリー製品製造時に用いることが、ベーカリー生地中に酵素を均一に分散
する観点から、特に好ましい。
【００６３】
　ベーカリー用油脂組成物が乳化物である場合、その乳化形態は特に問われず、油中水型
、水中油型、及び二重乳化型のいずれでも構わないが、油中水型乳化物の形態であること
が好ましい。
【００６４】
　本発明のベーカリー用油脂組成物の好ましい形態の例として、ショートニング、及び油
中水型乳化油脂組成物が挙げられるが、本発明のベーカリー用油脂組成物は、ショートニ
ングの形態をとっても、油中水型乳化油脂組成物の形態をとっても、同様の効果が得られ
る。
【００６５】
（作用・効果）
　本発明のベーカリー用油脂組成物は、少なくとも酸性プロテアーゼ及びマルトオリゴ糖
生成アミラーゼを含有し、これらがベーカリー生地に適度に作用する。それにより生食の
際にソフトな食感と、歯切れ・口溶けが両立され、また、再加熱された場合にも、くちゃ
付きがなく（口溶けがよく）、歯切れのよいベーカリー製品が得られる。なお、本発明の
ベーカリー用油脂組成物は、ベーカリー製品の再加熱時の食感改良剤ということもできる
。
【００６６】
＜ベーカリー用油脂組成物の製造方法＞
　本発明のベーカリー用油脂組成物の製造方法は、特に限定されるものではなく、最終的
に必要な酵素が油脂組成物中に含有されるものであれば公知の方法で製造することができ
る。
【００６７】
　ベーカリー用油脂組成物の製造方法においては、各酵素を順次、別個に油脂に添加する
ことができ、粉末状の酵素を事前に混合してから油脂に添加することもできる。また、各
酵素が含有された水溶液を油脂に添加・混合することもできる。
【００６８】
　本発明のベーカリー用油脂組成物が可塑性油脂組成物（例えば、ショートニング）の形
態である場合、可塑性油脂組成物の製造の過程で、油脂中に上述の酵素を別個に、或いは
前もって複数の酵素を混合したものを直接分散してから、急冷可塑化により可塑性油脂組
成物を製造することができ、水相を含有する場合は水相に上述の酵素を別個に、或いは前
もって複数の酵素を混合したものを分散させてから、油相と共に急冷可塑化することによ
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り、可塑性油脂組成物を製造することができる。また、可塑性油脂組成物の製造の過程で
、急冷可塑化後に上述の酵素、若しくは酵素が含有された水溶液を添加・混合する方法に
よることもできる。
【００６９】
　本発明では、高い酵素活性を有し、かつ保存時の酵素活性の低下が防止される点で、急
冷可塑化後に、酵素、若しくは酵素が含有された水溶液を添加・混合する方法であること
が好ましい。また、本発明のベーカリー用油脂組成物が可塑性油脂組成物である場合、そ
の製造工程において、窒素、空気等のガスを含気させても、含気させなくても構わない。
【００７０】
＜ベーカリー用油脂組成物を用いた、生地、製品＞
（ベーカリー生地）
　本発明のベーカリー用油脂組成物を用いて、本発明のベーカリー生地を調製できる。ベ
ーカリー生地の種類は、特に限定されず、例として、パン類の生地、菓子類の生地が挙げ
られ、より具体的には、パン類の生地としては、食パン生地、菓子パン生地、バラエティ
ーブレッド生地、バターロール生地、ソフトロール生地、ハードロール生地、スイートロ
ール生地、デニッシュ生地、ペストリー生地、フランスパン生地、菓子類の生地としては
、パイ生地、シュー生地、ドーナツ生地、バターケーキ生地、スポンジケーキ生地、ハー
ドビスケット生地、ワッフル生地、スコーン生地等が挙げられる。
【００７１】
　ベーカリー生地におけるベーカリー用油脂組成物の含有量は、ベーカリー生地の種類や
ベーカリー用油脂組成物中の酵素の含有単位数によっても異なるが、例えばパン類の場合
、ベーカリー生地に用いられる澱粉類１００質量部に対し、好ましくは３０質量部以下で
あり、より好ましくは２０質量部以下であり、さらに好ましくは１５質量部以下である。
また、ベーカリー生地におけるベーカリー用油脂組成物の含有量は、上限値がいずれの場
合であっても、ベーカリー生地に用いられる澱粉類１００質量部に対し、好ましくは０．
５質量部以上であり、より好ましくは１質量部以上であり、さらに好ましくは１．５質量
部以上である。
【００７２】
 ベーカリー生地に用いる澱粉類は特に限定されず、例えば、強力粉、準強力粉、中力粉
、薄力粉、デュラム粉、全粒粉及び胚芽などの小麦粉類、ライ麦粉、大麦粉、米粉などの
その他の穀粉類、アーモンド粉、へーゼルナッツ粉、カシュ―ナッツ粉、オーナッツ粉及
び松実粉などの堅果粉、コーンスターチ、タピオカ澱粉、小麦澱粉、甘藷澱粉、サゴ澱粉
及び米澱粉などの澱粉並びにこれらの澱粉に酵素処理、α化処理、分解処理、エーテル化
処理、エステル化処理、架橋処理及びグラフト化処理から選択される１以上の処理を施し
た化工澱粉等が挙げられ、これらの中から選ばれた１種又は２種以上を用いることができ
る。
本発明では、これらの中でも、小麦粉を、澱粉類中、好ましくは５０質量％以上、より好
ましくは８０質量％以上、さらに好ましくは１００質量％使用する。
【００７３】
　ベーカリー生地のうち、パン類の生地を調製する場合に、小麦粉以外の澱粉類を使用す
る際、グルテンを別途添加することが好ましい。その添加量は、穀粉類とグルテンを合わ
せた合計量に対し、蛋白質含量が好ましくは５～２０質量％、より好ましくは１０～１８
質量％となる量である。
【００７４】
　ベーカリー生地においては、必要に応じ、一般のパン類や菓子類の材料として使用する
ことのできる、その他の原料を配合することができる。該その他の原料としては、例えば
、水、油脂、イースト、糖類や甘味料、増粘安定剤、着色料、酸化防止剤、デキストリン
、乳や乳製品、チーズ類、蒸留酒、醸造酒、各種リキュール、乳化剤、膨張剤、無機塩類
、食塩、ベーキングパウダー、イーストフード、カカオ及びカカオ製品、コーヒー及びコ
ーヒー製品、ハーブ、豆類、蛋白質、保存料、苦味料、酸味料、ｐＨ調整剤、日持ち向上



(15) JP 2021-36865 A 2021.3.11

10

20

30

40

50

剤、果実、果汁、ジャム、フルーツソース、調味料、香辛料、香料、各種食品素材や食品
添加物等を挙げることができる。
【００７５】
　その他の原料は、目的とする効果を損なわない限り、任意の量で使用することができる
が、水については、例えばベーカリー生地のうち、パン類の場合、澱粉類１００質量部に
対して、好ましくは３０～１００質量部、より好ましくは３０～７０質量部となる範囲で
使用する。また、水以外のその他の原料については、澱粉類１００質量部に対して、合計
で好ましくは１００質量部以下、より好ましくは５０質量部以下となる範囲で使用する。
なお、その他の原料として、水分を含有する原料を使用した場合は、ここでいう水の量は
、その他の原料に含まれる水分も含めた量である。
【００７６】
　ベーカリー生地の製造方法は特に限定されず、通常使用されている、あらゆるパン類・
菓子類のための製造方法を適用することができる。パン類の製造方法の例としては中種法
、直捏法、液種法、中麺法、湯種法が挙げられ、菓子類の製造方法の例としてはシュガー
バッター法、フラワーバッター法、オールインミックス法、共立て法、別立て法が挙げら
れる。
【００７７】
　本発明のベーカリー製品のうち、とりわけパン類を中種法で製造する場合は、本発明の
ベーカリー用油脂組成物を中種生地及び／又は本捏生地に練り込み、含有させることによ
り製造することができるが、本捏生地に練り込み、含有させることが好ましい。なお、得
られたベーカリー生地は、冷蔵、冷凍保存できる。
【００７８】
（ベーカリー製品）
　本発明のベーカリー製品は、本発明のベーカリー用油脂組成物を含有するベーカリー生
地を加熱処理することにより得られる。ベーカリー生地の加熱処理の方法は特に限定され
ず、例として、焼成したり、フライしたり、蒸したり、電子レンジ処理したりすることが
挙げられる。
【００７９】
　加熱処理により得られるベーカリー製品の種類は特に限定されず、各種のパン類や菓子
類でありうる。本発明のベーカリー用油脂組成物は、用いたパンが再加熱された際の口溶
けと歯切れを良好にすることができるものであるから、本発明は、再加熱して喫食するこ
とがあるパンに適用するのに適している。このようなパンの例は、食パン、ソフトロール
、セミハードロール、ハードロール、フランスパン、バターロール、ハンバーガーバンズ
、イングリッシュマフィン、スイートロール、デニッシュ、ペストリーである。
【００８０】
　再加熱の方法は、特に限定されず、トースターで焼いたり、電子レンジで温めたり、フ
ライパン、鉄板、又は焼き網で焼いたり、蒸したりすることが挙げられる。また、得られ
た本発明のベーカリー製品は、冷蔵又は冷凍保存することができ、また保存後に電子レン
ジ加熱することも可能である。
　以下、本発明を、実施例を基に詳述する。
【実施例】
【００８１】
＜油脂配合物の調製＞
　パーム油２５質量部、パームオレインのランダムエステル交換油２２質量部、パームス
テアリン５質量部、及びパームスーパーオレインのランダムエステル交換油脂４８質量部
を、それぞれ６０℃に加熱し、溶解・混合し、油脂配合物を調製した。以下で、油脂配合
物Ａというときは、これを指す。
【００８２】
なお、この油脂配合物AのＳＦＣは１０℃において４０％、２０℃において１９％であっ
た。
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【００８３】
＜使用した酵素剤、プロピレングリコール脂肪酸エステル等＞
　以下の実施例、比較例では、下記の酵素を用いた。なお、u/gは酵素剤1ｇあたりの活性
値である。各々の1 uは製造者の示す定義による。
　酸性プロテアーゼ：デナプシン２P（20000 u/g、ナガセケムテックス株式会社）（Aspe
rgillus niger の産生する酸性プロテアーゼを精製粉末化した酵素剤）
　マルトース生成アミラーゼ：ノバミル10000BG（10000 u/g、Novozymes A/S）
　マルトース生成アミラーゼ：ノバミル3D BG（10000 u/g、Novozymes A/S）
　ヘミセルラーゼ：ベイクザイムBXP5001BG（5000 u/g、ＤＳＭ株式会社）（Bacillus su
btili由来のヘミセルラーゼ）
　４糖生成アミラーゼ：デナベイク（登録商標）Extra（6500 u/g、ナガセケムテックス
株式会社）
　エンド型αアミラーゼ：ファンガミル2500SG（5300 u/g、Novozymes A/S）
　プロピレングリコール脂肪酸エステルＡ：リケマールPB-100（理研ビタミン株式会社
）（結合する脂肪酸がベヘン酸であるプロピレングリコール脂肪酸エステル）
　プロピレングリコール脂肪酸エステルＢ：リケマールPS-100（理研ビタミン株式会社）
（結合する脂肪酸がステアリン酸であるプロピレングリコール脂肪酸エステル）
【００８４】
＜ベーカリー用油脂組成物の調製＞
（比較例１～７、実施例１～４）
　比較例１～７及び実施例１～４（試験区１）の、各種酵素を含有する、ショートニング
タイプのベーカリー用油脂組成物を調製した。
　詳細には、油脂配合物Ａを常法に従って加熱殺菌、及び冷却可塑化した。続いて、各種
酵素を、ベーカリー用油脂組成物１００ｇ中、後掲の表に示した単位となる量だけ添加・
混合し、ベーカリー用油脂組成物を調製した。
【００８５】
（実施例５～８）
　実施例５～８（試験区２）のヘミセルラーゼを含有する、ショートニングタイプのベー
カリー用油脂組成物を調製した。
　詳細には、油脂配合物Ａを常法に従って加熱殺菌、及び冷却可塑化した。続いて、各種
酵素を、ベーカリー用油脂組成物１００ｇ中、後掲の表に示した単位となる量だけ添加・
混合し、ベーカリー用油脂組成物を調製した。
【００８６】
（実施例９～１３）
実施例９～１３（試験区３）の、酸性プロテアーゼ、マルトース生成アミラーゼ、プロピ
レングリコール脂肪酸エステルを含有する、ショートニングタイプのベーカリー用油脂組
成物を調製した。
　詳細には、油脂配合物Ａに、後掲の表に示した量だけプロピレングリコール脂肪酸エス
テルを添加・溶解し、常法に従って加熱殺菌、及び冷却可塑化した。続いて、各種酵素を
、ベーカリー用油脂組成物１００ｇ中、後掲の表に示した単位となる量だけ添加・混合し
、ベーカリー用油脂組成物を調製した。
【００８７】
（実施例１４～１６）
実施例１４～１６（試験区４）の、酸性プロテアーゼ、マルトース生成アミラーゼ、ヘミ
セルラーゼ、プロピレングリコール脂肪酸エステルを含有する、ショートニングタイプの
ベーカリー用油脂組成物を調製した。
　詳細には、油脂配合物Ａに、後掲の表に示した量だけプロピレングリコール脂肪酸エス
テルを添加・溶解し、常法に従って加熱殺菌、及び冷却可塑化した。続いて、各種酵素を
、ベーカリー用油脂組成物１００ｇ中、後掲の表に示した単位となる量だけ添加・混合し
、ベーカリー用油脂組成物を調製した。
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【００８８】
　実施例１７～１９（試験区５）の、酸性プロテアーゼ、マルトース生成アミラーゼ、ヘ
ミセルラーゼ、プロピレングリコール脂肪酸エステルを含有する、油中水型乳化物のベー
カリー用油脂組成物を調製した。
　詳細には、油脂配合物Ａ８５質量部に、後掲の表に示した量だけ、プロピレングリコー
ル脂肪酸エステルを添加・溶解させ、これを油相とし、この中に水を水相として１５質量
部混合し、常法に従って加熱殺菌及び冷却・可塑化を行った。続いて、各種酵素を、ベー
カリー用油脂組成物１００ｇ中、後掲の表に示した単位となる量だけ添加・混合し、ベー
カリー用油脂組成物を調製した。
【００８９】
（実施例２０～２６）
　実施例２０～２６（試験区６）の、酸性プロテアーゼ、マルトース生成アミラーゼ、４
糖生成アミラーゼ、ヘミセルラーゼ、エンド型αアミラーゼ、プロピレングリコール脂肪
酸エステルを含有する、ショートニングタイプのベーカリー用油脂組成物を調製した。
　詳細には、油脂配合物Ａに、後掲の表に示した量だけプロピレングリコール脂肪酸エス
テルを添加・溶解し、常法に従って加熱殺菌、及び冷却可塑化した。続いて、各種酵素を
、ベーカリー用油脂組成物１００ｇ中、後掲の表に示した単位となる量だけ添加・混合し
、ベーカリー用油脂組成物を調製した。
【００９０】
（実施例２７～３０）
　試験区４で使用したノバミル10000BGに代えて、ノバミル3D BGを使用した他は試験区４
と同様に、実施例２７～３０（試験区７）の、酸性プロテアーゼ、マルトース生成アミラ
ーゼ、ヘミセルラーゼ、プロピレングリコール脂肪酸エステルを含有する、ショートニン
グタイプのベーカリー用油脂組成物を調製した。
　詳細には、油脂配合物Ａに、後掲の表に示した量だけプロピレングリコール脂肪酸エス
テルを添加・溶解し、常法に従って加熱殺菌、及び冷却可塑化した。続いて、各種酵素を
、ベーカリー用油脂組成物１００ｇ中、後掲の表に示した単位となる量だけ添加・混合し
、ベーカリー用油脂組成物を調製した。
【００９１】
　試験区５で使用したノバミル10000BGに代えて、ノバミル3D BGを使用した他は試験区５
と同様に、実施例３１～３４（試験区８）の、酸性プロテアーゼ、マルトース生成アミラ
ーゼ、ヘミセルラーゼ、プロピレングリコール脂肪酸エステルを含有する、油中水中型 
乳化物のベーカリー用油脂組成物を調製した。
　詳細には、油脂配合物Ａ８５質量部に、後掲の表に示した量だけ、プロピレングリコー
ル脂肪酸エステルを添加・溶解させ、これを油相とし、この中に水を水相として１５質量
部混合し、常法に従って加熱殺菌及び冷却・可塑化を行った。続いて、各種酵素を、ベー
カリー用油脂組成物１００ｇ中、後掲の表に示した単位となる量だけ添加・混合し、ベー
カリー用油脂組成物を調製した。
【００９２】
＜プルマン型食パンの製造＞
　調製したベーカリー用油脂組成物それぞれを用いて、下記の製法で、プルマン型食パン
を製造した。以下では、比較例１～７、実施例１～３４のベーカリー用油脂組成物各々を
用いた食パン生地を、比較例１ａ～７ａ、実施例１ａ～３４ａの食パン生地、それらの生
地から得られた食パンを、比較例１ｂ～７ｂ、実施例１ｂ～３４ｂの食パンということが
ある。
【００９３】
　強力粉（商品名「カメリア」：日清製粉製、蛋白質含量１１．８質量％及び灰分０．３
７質量％）７０質量部、生イースト２質量部、イーストフード０．１質量部及び水４０質
量部をミキサーボウルに投入し、フックを使用し、低速で２分、中速で２分混合し、中種
生地を得た。捏ね上げ温度は２４℃であった。
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　この中種生地を生地ボックスに入れ、温度２８℃、相対湿度８５％の恒温室で、４時間
中種醗酵を行なった。終点温度は２９℃であった。
　この中種醗酵の終了した生地を再びミキサーボウルに投入し、さらに、強力粉３０質量
部、上白糖５質量部、脱脂粉乳２質量部、食塩１．５質量部及び水２５質量部を添加し、
低速で３分、中速で３分本捏ミキシングした。
　ここで、ベーカリー用油脂組成物５質量部を投入し、フックを使用し、低速で３分、中
速で３分、高速で１分ミキシングを行ない、食パン用の本捏生地を得た。得られた食パン
生地の捏ね上げ温度は２８℃であった。
【００９４】
　ここで、フロアタイムを２０分とった後、２３０ｇに分割・丸目を行なった。次いで、
ベンチタイムを２０分とった後、モルダー成形し、６本をＵ字にして３斤型プルマン型に
入れ、３８℃、相対湿度８５％で５０分ホイロをとった後、２００℃に設定した固定窯に
入れ４０分焼成してプルマン型食パンを得た。
【００９５】
＜評価＞
　食パン生地の作業性について、下記評価基準で専門パネラーにより評価を行った。また
、得られた食パンの食感について、下記の評価基準で１０名の専門パネラーにより官能評
価を行った。それらの結果を、次のようにして表に示した。
【００９６】
＋＋＋：４３～５０点、
＋＋　：３７～４２点、
＋　　：３１～３６点、
－　　：２４～３０点、
－－　：１８～２３点、
－－－：１７点以下
【００９７】
　評価に先立ち、事前にパネラー間で各点数に対応する官能の程度をすり合わせた。なお
、すべての項目について、＋以上の評価を得たものを合格品とした。
【００９８】
　なお、再加熱は、得られた食パンを２ｃｍの厚さにスライスし、オーブントースター（
コイズミ製、ヒーター：上下段とも石英管ヒーター、消費電力１０００ｗ）を用いて、２
分３０秒の加熱条件で行った。
【００９９】
●生地作業性（生地調製時の作業性）
５点：べとつきもなく伸展性もよく、極めて良好な作業性であった。
４点：良好な作業性であった。
３点：わずかにべとつきが感じられるか又はわずかに伸展性が悪く感じられるが、良好な
作業性であった。
２点：ややべとつきが感じられるか又はやや伸展性が悪く、作業性が若干劣るものであっ
た。
１点：べとつきがあるか又は伸展性が悪く、作業性が劣るものであった。
【０１００】
●食感（ソフト性）
5点：コントロールと比較して、非常にソフトである。
4点：コントロールと比較して、ややソフトである。
3点：コントロールと比較して、同等のソフトさである。
2点：コントロールと比較して、やや詰まっている。
1点：コントロールと比較して、詰まっている。
【０１０１】
●食感（口溶け）
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5点：コントロールと比較して、非常に良好な口溶けを有している。
4点：コントロールと比較して、良好な口溶けを有している。
3点：コントロールと比較して、同等の口溶けを有している。
2点：コントロールと比較して、ややくちゃつく食感を有している。
1点：コントロールと比較して、強くくちゃつく食感を有している。
【０１０２】
●食感（歯切れ）
5点：コントロールと比較して、非常に良好な歯切れを有している。
4点：コントロールと比較して、良好な歯切れを有している。
3点：コントロールと比較して、同等の歯切れを有している。
2点：コントロールと比較して、やや歯切れが悪い。
1点：コントロールと比較して、歯切れが悪い。
【０１０３】
●食感（再加熱時の口溶け）
5点：コントロールと比較して、非常に良好な口溶けを有している。
4点：コントロールと比較して、良好な口溶けを有している。
3点：コントロールと比較して、同等の口溶けを有している。
2点：コントロールと比較して、ややくちゃつく食感を有している。
1点：コントロールと比較して、強くくちゃつく食感を有している。
【０１０４】
●食感（再加熱時の歯切れ）
5点：コントロールと比較して、非常に良好な歯切れを有している。
4点：コントロールと比較して、良好な歯切れを有している。
3点：コントロールと比較して、同等の歯切れを有している。
2点：コントロールと比較して、やや歯切れが悪い。
1点：コントロールと比較して、歯切れが悪い。
【０１０５】
＜評価結果＞
（試験区１：酵素の組み合わせの検討、酸性プロテアーゼ及びマルトース生成アミラーゼ
の量の検討）
　比較例１～７及び実施例１～４の、各種酵素を含有するベーカリー用油脂組成物を用い
た食パン生地、及び食パンについて評価した結果を、ベーカリー用油脂組成物１００ｇ中
に配合された各酵素単位とともに、下表に示した。なお評価の際のコントロールは、ベー
カリー用油脂組成物の代わりに、酵素無添加のショートニングを用いたものとした。
【０１０６】
【表１】

【０１０７】
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　生地作業性は、酸性プロテアーゼとマルトース生成アミラーゼを比較的多く用いたベー
カリー用油脂組成物を用いた食パン生地（比較例７ａ）を除き、すべて良好であった。
　酵素として酸性プロテアーゼのみを用いたベーカリー用油脂組成物を用いた食パン（比
較例１ｂ）、酵素としてマルトース生成アミラーゼのみを用いたベーカリー用油脂組成物
を用いた食パン（比較例２ｂ）は食感が十分ではなく、特に、歯切れ、再加熱時の口溶け
、再加熱時の歯切れがコントロールより劣った。ヘミセルラーゼを添加しても（比較例３
ｂ、比較例４ｂ）、十分には改善されなかった。
　酵素として酸性プロテアーゼとマルトース生成アミラーゼを用いたベーカリー用油脂組
成物を用いた食パン生地（実施例２ｂ、３ｂ）は、食感が、ソフト性、口溶け、歯切れの
すべての点で、比較例１ｂ、２ｂより改善された。また、いずれか一方の酵素の使用では
得られなかった再加熱時の口溶け、歯切れが、酵素を２種類組み合わせることによりもた
らされた。
【０１０８】
 また、実施例１ｂ～４ｂ、比較例５ｂ～７ｂの各食パンの評価結果の比較から、酸性プ
ロテアーゼ及びマルトース生成アミラーゼの量には、目的の効果をより大きく得るための
好ましい範囲があることが示唆された。
【０１０９】
（試験区２：ヘミセルラーゼの添加、及び量の検討）
　実施例５～８のヘミセルラーゼを含有するベーカリー用油脂組成物を用いた食パン生地
、及び食パンについて評価した結果を、ベーカリー用油脂組成物１００ｇ中に配合された
各酵素単位とともに、下表に示した。なお評価の際のコントロールは、実施例３のヘミセ
ルラーゼを含有しないベーカリー用油脂組成物を用いたものとした。
【０１１０】
【表２】

【０１１１】
　ヘミセルラーゼを添加したベーカリー用油脂組成物を用いた食パン生地（実施例５ａ～
８ａ）は、いずれも優れた生地作業性が維持された。
　また、ヘミセルラーゼ用いた食パン（実施例５ｂ～８ｂ）は、食感に関してすべての点
でコントロールより優れていた。特にソフト性が増した。
【０１１２】
 また、実施例５ｂ～８ｂの評価結果の比較から、ヘミセルラーゼの量には、目的の効果
をより大きく得るための好ましい範囲があることが示唆された。
【０１１３】
（試験区３～５：プロピレングリコール脂肪酸エステルの使用）
　実施例９～１３（試験区３）、実施例１４～１６（試験区４）、実施例１７～１９（試
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験区５）の、プロピレングリコール脂肪酸エステルを含有するベーカリー用油脂組成物を
用いた食パン生地、及び食パンについて評価した結果を、ベーカリー用油脂組成物１００
ｇ中に配合された各酵素単位及びプロピレングリコール脂肪酸エステルの量とともに、下
表に示した。なお評価の際のコントロールは、試験区３及び４では、実施例３のヘミセル
ラーゼを含有しないベーカリー用油脂組成物を用いたものとし、試験区５では、実施例３
と同量の酵素をマーガリンに含有させたベーカリー用油脂組成物を用いたものとした。
【０１１４】
【表３】

【０１１５】
　試験区３：　プロピレングリコール脂肪酸エステルを使用したベーカリー用油脂組成物
を用いた食パン生地（実施例９ａ～１３ａ）は、いずれも優れた生地作業性が維持された
。また、それらの食パン生地から得られた食パン（実施例９ｂ～１３ｂ）は、食感に関し
てすべての点でコントロールより優れていた。特にソフト性が増した。脂肪酸がベヘン系
であるプロピレングリコール脂肪酸エステルの使用は、脂肪酸がステアリン酸系である場
合に比較して、再加熱しない場合、した場合とも、口溶けと歯切れの点で優れていた。さ
らに実施例９ｂ～１３ｂの評価結果の比較から、プロピレングリコール脂肪酸エステルの
量には、再加熱時の口溶け及び歯切れをより優れたものとするための好ましい範囲がある
ことが示唆された。
【０１１６】
　試験区４：　さらにヘミセルラーゼ及びプロピレングリコール脂肪酸エステルを使用し
たベーカリー用油脂組成物を用いた食パン生地（実施例１４ａ～１６ａ）は、いずれも優
れた生地作業性が維持された。また、それらの食パン生地から得られた食パン（実施例１
４ｂ～１６ｂ）の評価結果と、試験区２及び試験区３に関する評価結果の比較から、酸性
プロテアーゼ及びマルトース生成アミラーゼとともに、ヘミセルラーゼ及びプロピレング
リコール脂肪酸エステルを用いることにより、再加熱時の口溶け及び歯切れがより優れた
ものとなった。
【０１１７】
　試験区５：　所定の酵素をマーガリンに含有させて用いた食パン生地（実施例１７ａ～
１９ａ）は、いずれも優れた生地作業性が維持された。また、それらの食パン生地から得
られた食パン（実施例１７ｂ～１９ｂ）は、食感に関してすべての点でコントロールより
優れていた。また、本発明のベーカリー用油脂組成物がショートニングの形態と、油中水
型乳化物の形態のいずれの形態をとる場合であっても、同等の効果が得られることが示唆
された。
【０１１８】
（試験区６：マルトース生成アミラーゼと４糖生成アミラーゼとの併用の検討）
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　実施例２０～２６の、マルトース生成アミラーゼと４糖生成アミラーゼを含有するベー
カリー用油脂組成物を用いた食パン生地、及び食パンについて評価した結果を、ベーカリ
ー用油脂組成物１００ｇ中に配合された各酵素単位及びプロピレングリコール脂肪酸エス
テルの量とともに、下表に示した。なお評価の際のコントロールは、実施例３のヘミセル
ラーゼを含有しないベーカリー用油脂組成物を用いたものとした。
【０１１９】
【表４】

【０１２０】
　マルトース生成アミラーゼと４糖生成アミラーゼとを併用することにより、マルトオリ
ゴ糖生成アミラーゼの使用総量を減らすことができた。
　また、４糖生成アミラーゼの使用量がほぼ同じである実施例２１ｂ～２３ｂの食パンの
官能評価結果の比較、及び４糖生成アミラーゼの使用量が同じである実施例２４ｂ、２５
ｂの食パンの官能評価結果の比較から、マルトース生成アミラーゼと４糖生成アミラーゼ
の単位数の比には、目的の効果をより優れたものとするための好ましい範囲があることが
示唆された。
【０１２１】
（試験区７、８：異なる種類マルトース生成アミラーゼの使用）
　実施例２７～３２の、マルトース生成アミラーゼと４糖生成アミラーゼを含有するベー
カリー用油脂組成物を用いた食パン生地、及び食パンについて評価した結果を、ベーカリ
ー用油脂組成物１００ｇ中に配合された各酵素単位及びプロピレングリコール脂肪酸エス
テルの量とともに、下表に示した。
　なお評価の際は、試験区７の実施例２７においては、酵素無添加のショートニングを用
いたものとし、実施例２８～３０においては実施例２７のベーカリー用油脂組成物を用い
たものをコントロールとした。同様に試験区８の実施例３１においては、酵素無添加のマ
ーガリンを用いたものとし、実施例３２～３４においては実施例３１のベーカリー用油脂
組成物を用いたものとした。
【０１２２】
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【０１２３】
　ノバミル10000BGとノバミル3D BGとはパン生地中に含まれる糖の量に対する耐性が異な
り、ノバミル3D BGのほうが高い耐性を有するが、異なる性質を有するマルトース生成ア
ミラーゼを使用した場合であっても、遜色ない食パンを得ることができた。
　また、異なる性質を有するマルトース生成アミラーゼを使用した場合であっても、酸性
プロテアーゼと共に、ヘミセルラーゼ及びプロピレングリコール脂肪酸エステルを用いる
ことにより、再加熱時の口溶け及び歯切れがより優れたものが得られることが示唆された
。
　さらに、異なる性質を有するマルトース生成アミラーゼを使用した場合であっても、本
発明のベーカリー用油脂組成物がショートニングの形態と、油中水型乳化物の形態のいず
れの形態をとっても、およそ同等の効果が得られることが示唆された。
　これらの結果から、酸性プロテアーゼと組み合わせることで、マルトオリゴ糖生成アミ
ラーゼの性質によらず、得られるベーカリー製品の食感を改良することができ、また、再
加熱した際の口溶け及び歯切れを優れたものとすることができることが示唆された。
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